
条項番号 改正前 改正後

第３条
その他（週
休2日制
度）

　本工事は、原則週休２日（土曜・日曜）を確実に取得できるよう工
事を実施する「週休２日制度」の対象工事であり、その旨を工事看板
に明記すること。（受注者は契約後、施工計画書を提出する。）
　建設業へ入職しやすい環境整備のため、週休２日が確実に確保出来
るよう受発注者間で工程を調整し、施工計画を作成するなどの取り組
みを行う。
　天候や地域住民対応等で土曜・日曜の施工が必要となった場合は、
監督員と協議のうえ、振替休日を取得する等、週休2日に努めるこ
と。（但し、工事成績評定の加点等については、土曜日曜の現場閉所
に限定して評価する。）
　また、現場稼働中の工期〔工事着手(現場測量等)前、一時中止期
間、工場製作期間、工事完了後等の期間を除く〕の土曜日曜の現場閉
所（以下「現場閉所」という。）の達成状況に応じて下記の表のとお
り、工事成績の加点、労務費、機械経費、共通仮設費率、現場管理費
率の補正を行う。（休日を確保出来なくても減点しない。）
　なお、土曜・日曜の休日に受注者の作業員や下請け企業が他の現場
で作業に従事することを制限しない。同様に現場代理人等（監理技術
者、主任技術者）が休日に書類作成等の内業や他の現場に従事するこ
とを制限しない。但し、専任の者である場合、他の現場に従事しない
こと。

　本工事は、原則週休２日（土曜・日曜）を確実に取得できるよう工事を実施する
「週休２日制度」の対象工事であり、その旨を工事看板に明記すること。（受注者は
契約後、施工計画書を提出する。）
　建設業へ入職しやすい環境整備のため、週休２日が確実に確保出来るよう受発注者
間で工程を調整し、施工計画を作成するなどの取り組みを行う。
　天候や地域住民対応等で土曜・日曜の施工が必要となった場合は、監督員と協議の
うえ、振替休日を取得する等、週休2日に努めること。（但し、工事成績評定の加点等
については、土曜・日曜の現場閉所に限定して評価するが、１ヶ月あたり２日を上限
として、土曜・日曜の現場閉所日を平日に振り替えることを可能とする）
　また、現場稼働中の工期〔工事着手(現場測量等)前、一時中止期間、工場製作期
間、工事完了後等の期間を除く〕の土曜日曜の現場閉所（以下「現場閉所」とい
う。）の達成状況に応じて下記の表のとおり、工事成績の加点、労務費、市場単価、
機械経費（賃料）、共通仮設費率、現場管理費率の補正を行う。（休日を確保出来な
くても減点しない。）
　なお、土曜・日曜の休日に受注者の作業員や下請け企業が他の現場で作業に従事す
ることを制限しない。同様に現場代理人等（監理技術者、監理技術者補佐、主任技術
者）が休日に書類作成等の内業や他の現場に従事することを制限しない。但し、専任
の者である場合、他の現場に従事しないこと。

※現場閉所の達成状況
　現場閉所日数を現場稼働中の土曜・日曜の全日数で除し、小数点以
下を四捨五入する（祝日及び悪天候により土日に作業を行い振替休日
を取得した場合は休日とカウントしない。）
※考査項目別運用表における主任監督員の創意工夫欄にて加点する。

＜労務費、機械経費、共通仮設費率、現場管理費率の補正＞

※現場閉所の達成状況
　現場閉所日数（平日振替日※を含む）を現場稼働中の土曜・日曜の全日数で除し、
小数点以下を四捨五入する。
※悪天候や作業工程等の理由により、平日が現場閉所となり、土曜や日曜に作業を
行った場合は、１ヶ月あたり２日を上限として、土曜・日曜の現場閉所日を平日に振
り替えることを可能とする。
※考査項目別運用表における主任監督員の創意工夫欄にて加点する。

＜労務費、市場単価、機械経費（賃料）、共通仮設費率、現場管理費率の補正＞
ア　労務費、機械経費（賃料）、共通仮設費率、現場管理費率を下記表に掲げる現場
閉所率に応じた補正係数を乗じるものとする。
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（新設） イ　市場単価に下記表に掲げる現場閉所率に応じた補正係数を乗じるものとする。ま
た、市場単価に施行条件による加算率・補正係数が適用される場合は、週休２日補正
後の市場単価に補正するものとする。
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第１２条
施工体制台
帳

【現場の管理】（建設業法第24条の7に該当する場合）
　受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負者を含む）及び元請負
の専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場内において、工
事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の入った名札を着用させる
ものとする。（平成13年3月30日付　国コ企第3号　一部引用）

【現場の管理】（建設業法第24条の7に該当する場合）
　受注者は、監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者（下請負者を含む）及び元請
負の専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場内において、工事名、工期、
顔写真、所属会社名及び社印の入った名札を着用させるものとする。（平成13年3月30
日付　国コ企第3号　一部引用）
　（監理技術者補佐は、建設業法第26条第３項ただし書き規定する者をいう。なお、
令和２年10月１日以降において、監理技術者補佐を配置する場合に適用する。）

第４５条
地山補強土
工(鉄筋挿
入工)

第４５条　地山補強土工(鉄筋挿入工)
    地山補強土工の施工については林野仕様書の規定によるほか、
「地山補強土工法設計・施工指針(案)」(兵庫県農林水産部農林水産
局治山課)の規定によるものとする。

第４５条　地山補強土工(鉄筋挿入工)
  地山補強土工の施工については林野仕様書の規定によるほか、「ロープネット・
ロックボルト併用工法　設計・施工指針（案）（令和３年４月適用）」(兵庫県農林水
産部農林水産局治山課)の規定によるものとする。
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